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第 4期中期目標・計画（平成 30 年度～平成 34 年度）及び平成 30 年度計画 

 

 

 

 

 

 

 

 
（  線部：２３年８月中期目標・中期計画変更箇所） 

資料－４ 
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第４期中期目標 第４期中期計画 平成３０年度計画 

国土交通大臣は、独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）

第２９条第１項の規定に基づき、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整

備支援機構（以下「機構」という。）が達成すべき業務運営に関する

目標（以下「中期目標」という。）を定める。 

 

１． 政策体系における法人の位置付け及び役割（ミッション） 

 

我が国が直面する人口急減、少子化、超高齢化という大きな課題に

対し、国内の地域間、国内と海外との間におけるヒト、モノ等の「対

流」の促進により次世代へと豊かな暮らしをつないでいくことは極め

て重要である。 

機構は、特殊法人等改革の一環として、前身の日本鉄道建設公団と

運輸施設整備事業団の統合により、平成１５年１０月に新たに独立行

政法人として発足した機関であり、鉄道の建設等に関する業務及び鉄

道事業者、海上運送事業者等による運輸施設の整備を促進するための

助成その他の支援に関する業務を行っている。 

これらの業務の実施においては、「独立行政法人改革等に関する基

本的な方針｣（平成２５年１２月２４日閣議決定）等を踏まえ、中期

目標管理法人として国民に対する説明責任を果たしつつ、法人の政策

実施機能の最大化を図るとともに、「交通政策基本計画」（平成２７

年２月１３日閣議決定）、「総合物流施策大綱」（平成２９年７月２８

日閣議決定）等における公共交通に関する政府方針を実現すべく、適

切に遂行しているところである。 

機構の担う役割は、上記の政府方針の実現に向けて、機構の有する

高度な技術力や専門性を活かし、独立行政法人通則法第２条の趣旨も

踏まえ、民間企業等との適切な役割分担に留意しながら、輸送に対す

る国民の需要の高度化、多様化に的確に対応した大量輸送機関を基幹

とする輸送体系の確立等を図り、国民経済の健全な発展と国民生活の

向上に寄与することである。 

 

 

 

２．中期目標の期間 

平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日までの５年間と

する。 

 

３．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する

事項 

  「独立行政法人の目標の策定に関する指針」（平成２７年５月２

５日改定）における「一定の事業等のまとまり」は、本章中の(1)鉄

道建設等業務、(2)鉄道助成業務等、(3)船舶共有建造等業務、(4)地

域公共交通出資業務等、(5)特例業務（国鉄清算業務）とする。各業

務については、関係機関と十分な連携を図りながら、以下の通り各業

務を遂行する。 

 

 

 

 

 

１． 政策体系における法人の位置付け及び役割（ミッション） 

 

我が国は、人口急減、少子化、超高齢化という大きな課題に直面し

ており、このような社会的な制約を解決するため、運輸分野において

公共交通の果たす役割は大きい。 

そのため、国においては「交通政策基本計画」（平成２７年２月１

３日閣議決定）等を定め、我が国社会の持続的発展のため、様々な政

策を実現しようとしている。 

鉄道建設・運輸施設整備支援機構（以下「機構」という。）は、こ

のような政策を実現するため、確かな技術力、豊富な経験、高度な専

門知識を最大限に発揮し、持続可能で活力ある国土・地域づくりの実

現に貢献するという役割を果たす必要がある。 

その際留意すべきは、これら政策のすべてを機構が実施するのでは

なく、民間企業等のみで実施できることはそれらに任せ、民間企業等

のみでは実現できない役割を果たすことが重要である。 

特に、整備新幹線整備や都市鉄道利便向上施策などは、機構が有す

る高速鉄道その他の鉄道建設に関する技術や知見を十分に活用する

ものであり、船舶共有建造事業などは、民間に任せるだけでは課題の

解決が進まない状況であることから、国内海運政策を実現するために

必要不可欠な業務について、民業補完する形で実施するものである。 

これらの役割を果たし、国土交通大臣が定めた機構の中期目標（平

成３０年４月１日から平成３５年３月３１日までの５年間の目標。以

下「中期目標」という。）を達成するため、独立行政法人通則法（平

成１１年法律第１０３号）第３０条第１項の規定に基づきとるべき措

置等を以下のとおり定める。 

 

 

２．中期計画の期間 

平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日までの５年間とす

る。 

 

３．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する

目標を達成するためとるべき措置 

鉄道建設・運輸施設整備支援機構（以下「機構」という。）は、独

立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第３１条の規定に基

づき、平成３０年度における業務運営に関する計画を以下のとおり定

める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する

目標を達成するためとるべき措置 
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第４期中期目標 第４期中期計画 平成３０年度計画 

 

 

（略） 

 

 

（略） 

 

 

 

（略） 

 

（５）特例業務（国鉄清算業務） 

① 年金費用等の支払及び資産処分の円滑な実施等 

日本国有鉄道清算事業団の債務等の処理に関する法律（平成１０

年法律第１３６号。以下「債務等処理法」という。）第１３条の規

定に基づき、旧国鉄職員の年金の給付に要する費用等について、適

切な資金管理を行いつつ、円滑かつ確実に支払を実施する。 

また、やむを得ず処分できていない残存土地については適切かつ

早期の処分を図り、今中期目標期間中に完了させる。 

北海道旅客鉄道株式会社、四国旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄

道株式会社（以下「旅客鉄道株式会社等」という。）の株式につい

ては、各社の今後の経営状況の推移等を見極めつつ、適切な処分方

法の検討等を行う。 

 

 

（７）特例業務（国鉄清算業務） 

① 年金費用等の支払及び資産処分の円滑な実施等 

旧国鉄職員の恩給及び年金の給付に要する費用、旧国鉄時代に発

生した業務災害に係る業務災害補償費等の各年度における必要負

担額について、適切な資金管理を行いつつ、円滑かつ確実に支払を

実施する。 

やむを得ず処分できていない残存土地については適切かつ早期

の処分を図り、今中期計画期間中に完了させる。 

北海道旅客鉄道株式会社、四国旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄

道株式会社（以下「旅客鉄道株式会社等」という。）の株式につい

ては、国等の関係者と連携を図りつつ、各社の今後の経営状況の推

移等を見極めながら、適切な処分方法の検討等を行う。 

（７）特例業務（国鉄清算業務） 

① 年金費用等の支払及び資産処分の円滑な実施等 

旧国鉄職員の恩給及び年金の給付に要する費用、旧国鉄時代に発生

した業務災害に係る業務災害補償費等について、適切な資金管理を行

いつつ、円滑かつ確実に支払を実施する。 

 

残存する梅田駅（北）の土地については適切かつ早期の処分に向け

て、関係者との協議・調整を進める。 

北海道旅客鉄道株式会社、四国旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道

株式会社（以下「旅客鉄道株式会社等」という。）の株式については、

国等の関係者と連携を図りつつ、各社の今後の経営状況の推移等を見

極めながら、適切な処分方法の検討等を行う。 

 

② 旅客鉄道株式会社等の経営自立のための措置等 

機構の特例業務勘定における利益剰余金等の取扱いに関する関係

三大臣合意（平成２２年１２月２１日。以下「関係三大臣合意」とい

う。）及び「北海道旅客鉄道株式会社及び四国旅客鉄道株式会社の安

全対策に対する追加的支援措置について」（平成２７年６月３０日国

鉄事第７５号）並びに債務等処理法附則第４条及び第５条の規定に基

づき、旅客鉄道株式会社等に対し、老朽化した鉄道施設等の更新その

他会社の経営基盤の強化に必要な鉄道施設等の整備に必要な資金に

充てるための無利子の資金の貸付け又は助成金の交付等（以下「貸付

け等」という。）を適切に実施する。また、貸付け等に当たっては、

適切な資金管理を行いつつ、法令その他の基準を遵守し、誤処理なく

適正にかつ効率的に実施する。 

なお、関係三大臣合意及び同法附則第６条の規定に基づき、並行在

来線の支援のため、特例業務勘定から建設勘定への繰入れを適切に実

施するものとする。 

② 旅客鉄道株式会社等の経営自立のための措置等 

機構の特例業務勘定における利益余剰金等の取扱いに関する関係

三大臣合意（平成２２年１２月２１日。以下「関係三大臣合意」とい

う。）及び「北海道旅客鉄道株式会社及び四国旅客鉄道株式会社の安

全対策に対する追加的支援措置について」（平成２７年６月３０日国

鉄事第７５号）並びに日本国有鉄道清算事業団の債務等の処理に関す

る法律（平成１０年法律第１３６号）附則第４条及び第５条の規定に

基づき、旅客鉄道株式会社等に対し、老朽化した鉄道施設等の更新そ

の他会社の経営基盤の強化に必要な鉄道施設等の整備に必要な資金

に充てるための無利子の資金の貸付け又は助成金の交付等（以下「貸

付け等」という。）を適切に実施する。また、貸付け等の実施に当た

っては、適切な資金管理を行いつつ、法令その他の基準を遵守すると

ともに、旅客鉄道株式会社等のモラルハザードを防止し、誤処理なく

適正にかつ効率的に実施する。 

なお、関係三大臣合意及び同法附則第６条の規定に基づき、並行在

来線の支援のための貨物調整金に要する費用に充てるため、特例業務

勘定から建設勘定への繰入れを適切に実施する。 

② 旅客鉄道株式会社等の経営自立のための措置等 

機構の特例業務勘定における利益余剰金等の取扱いに関する関係

三大臣合意（平成２２年１２月２１日。以下「関係三大臣合意」とい

う。）及び「北海道旅客鉄道株式会社及び四国旅客鉄道株式会社の安

全対策に対する追加的支援措置について」（平成２７年６月３０日国

鉄事第７５号）並びに日本国有鉄道清算事業団の債務等の処理に関す

る法律（平成１０年法律第１３６号）附則第４条及び第５条の規定に

基づき、旅客鉄道株式会社等に対し、以下の支援措置を適切に実施す

る。 

・老朽化した鉄道施設等の更新その他会社の経営基盤の強化に必要

な鉄道施設等の整備に必要な資金に充てるための無利子の資金

の貸付け又は助成金の交付 

・北海道旅客鉄道株式会社及び四国旅客鉄道株式会社に対して発行

した鉄道建設・運輸施設整備支援機構特別債券について、国土交

通大臣が定める利率に基づく利子の支払 

また、無利子の資金の貸付け若しくは助成金の交付又は利子の支払

に当たっては、適切な資金管理を行いつつ、法令その他の基準を遵守

するとともに、旅客鉄道株式会社等のモラルハザードを防止し、誤処

理なく適正にかつ効率的に実施する。 

なお、関係三大臣合意及び同法附則第６条の規定に基づき、並行在

来線の支援のための貨物調整金に要する費用に充てるため、特例業務

勘定に係る業務の運営に支障のない範囲内の金額として国土交通大

臣の承認を受けた金額について、特例業務勘定から建設勘定への繰入

れを適切に実施する。 
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第４期中期目標 第４期中期計画 平成３０年度計画 

４．業務運営の効率化に関する事項  

（１）業務改善の取組み  

 ①  組織の見直し 

 

組織については、業務の質的・量的な変化に常に的確に対応できる

効率的かつ機動的な体制となるよう、弾力的な組織の編成、運営の効

率化等の見直しを行いながら、適切に運営する。 

  

４．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

（１）業務改善の取組み  

 ①  組織の見直し 

 

  業務の質的・量的な変化を適切に把握するとともに、組織見直しに

関する具体的な計画を策定し、弾力的な組織の編成、運営の効率化等

を図る。 

 

  

 

  

２．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

（１）業務改善の取組み 

①  組織の見直し 

 

  平成３０年度における組織体制については、業務の進捗等に対応し

た合理的、機動的な組織の編成、運営の効率化等を図る。 

 

                                                                                       

 


